
第２８号議案

令 和 ６ 年 度 御 坊 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算



　（総則）

第１条　令和６年度御坊市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）水洗化戸数

　（２）年間有収水量

　（３）一日平均有収水量

　（４）主要な建設改良事業　　管渠整備費

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、会計処理及び財務諸表の作成に要する経費の財源に充

　てるため、公営企業会計適用債１,３００千円を借り入れる。

　　　　収　　　入

　第１款　下水道事業収益

　　第１項　営業収益

　　第２項　営業外収益

　　第３項　特別利益

　　　　支　　　出

　第１款　下水道事業費用

　　第１項　営業費用

　　第２項　営業外費用

　　第３項　特別損失

　　第４項　予備費

４１，０３３千円

１千円

２，０００千円

令和６年度　御坊市下水道事業会計予算

３４３，２７６千円

３００，２４２千円

４９，２１２千円

２９４，０６３千円

１千円

３４３，２７６千円

１，０９６戸

２６７，０００㎥

７３２㎥

２９６，３８４千円



　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１１９，６６

　８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１１，９０９千円及び過年度分損益勘定留保資金１０７，７５

　９千円で補填するものとする。）。

　　　　収　　　入

　第１款　資本的収入 ３４０，９９２千円

　　第１項　企業債 １６６，８００千円

　　第２項　受益者負担金 １３，９５０千円

　　第３項　国庫補助金 １００，０００千円

　　第４項　他会計出資金 ６０，２４２千円

　　　　支　　　出

　第１款　資本的支出 ４６０，６６０千円

　　第１項　建設改良費 ２９６，３８４千円

　　第２項　企業債償還金 １６４，２７６千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

借入先の融資条件による。ただし、企業財
政その他の都合により繰上償還又は低利に
借り換えることができる。

借入先の融資条件による。ただし、企業財
政その他の都合により繰上償還又は低利に
借り換えることができる。

５．０％以内

５．０％以内建設改良工事費

公営企業会計適用債

証書借入

証書借入

千円

１６６，８００

千円

１，３００

利率 償還の方法起債の目的 限度額 起債の方法



　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）営業費用、営業外費用、特別損失の各項に係る経費

　（２）建設改良費、企業債償還金の各項に係る経費

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

　金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）職員給与費 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２１５，８０２千円である。

令和６年３月１日提出

御坊市長　三　浦　源　吾

５４，３８５



　　　　令　和　6　年　度

　　　　　　　　　御　坊　市　下　水　道　事　業　会　計　予　算

　　　附　　属　　明　　細　　書

［１］

［２］

［３］

［４］

［５］

［６］ 　令和５年度　御坊市下水道事業会計予定損益計算書

［７］

　債務負担行為に関する調書

　令和５年度　御坊市下水道事業会計予定貸借対照表

　令和６年度　御坊市下水道事業会計予定貸借対照表

　令和６年度　御坊市下水道事業会計予算実施計画

　給与費明細書

　令和６年度　御坊市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書



 （単位：千円）

款 項 備                                     考

 1.下水道事業収益 343,276 公共148,811　農集194,465

 1.営業収益 49,212 公共12,390　農集36,822

 1. 下水道使用料 49,204

下 水 道 使 用 料 49,204 公共12,382　農集36,822

 2. その他営業収益 8

手 数 料 8 電柱等敷地使用料　公共8

 2.営業外収益 294,063 公共136,420　農集157,643

 1. 他会計補助金 215,802

他 会 計 補 助 金 215,802 公共83,886　農集131,916

 2. 長期前受金戻入 78,260 公共52,533　農集25,727

受益者負担金長期
前 受 金 戻 入

7,243 公共3,615　農集3,628

国庫補助金長期前
受 金 戻 入

48,918 公共48,918

県補助金長期前受
金 戻 入

22,099 農集22,099

 3.
消費税及び地方消
費税還付金

1

消費税及び地方消
費 税 還 付 金

1 令和6年度に係る消費税　公共1

 3.特別利益 1 公共1

 1. その他特別利益 1

そ の 他 特 別 利 益 1 公共1

[１] 令和６年度　御坊市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

　　　　収　　　　　　　　　　入

目 節 予　　定　　額
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（単位：千円）

款 項 備                                     考

 1.下水道事業費用 343,276 公共202,732　農集140,544

 1.営業費用 300,242 公共170,642　農集129,600

 1. 処理場費 61,456 公共14,903　農集46,553

備 消 品 費 418 処理場等備品　公共38　農集380

燃 料 費 45 処理場等燃料費他　公共19　農集26

光 熱 水 費 202 処理場水道代　公共42　農集160

通 信 運 搬 費 814 処理場電話代　公共184　農集630

委 託 料 32,392 処理場維持管理業務他　公共9,758　農集22,634

手 数 料 9,287 処理場汚泥搬出手数料他　公共743　農集8,544

修 繕 費 3,850 処理場修繕他　公共850　農集3,000

動 力 費 14,258 処理場動力費等　公共3,177　農集11,081

保 険 料 190 損害賠償保険等　公共92　農集98

 2. 総係費 46,646 公共20,032　農集26,614

給 料 20,874 公共2名　農集3名　公共9,235　農集11,639

手 当 12,495

扶養　公共318　農集360
通勤　公共48　　農集593
住宅　農集336
期末勤勉　公共3,926　農集4,888
管理　農集426
児童　公共240　農集360
超勤　公共500　農集500

法 定 福 利 費 6,942 職員共済組合負担金等　公共2,864　農集4,078

賞与引当金繰入額 3,533 公共1,569　農集1,964

通 信 運 搬 費 137 郵便料金　公共61　農集76

　　　　支　　　　　　　　　　出

目 節 予　　定　　額



款 項 備                                     考

委 託 料 1,782 会計システム保守委託等　公共957　農集825

手 数 料 675 使用料口座振替手数料　公共181　農集494

賃 借 料 50 通行料等　公共50

負 担 金 108 各種協会負担金等　公共83　農集25

貸倒引当金繰入額 50 農集50

 3. 減価償却費 192,140

有形固定資産減価
償 却 費

192,140 公共135,707　農集56,433

 2.営業外費用 41,033 公共31,089　農集9,944

 1.
支払利息及び企業
債取扱諸費

41,032

企 業 債 利 息 41,032 公共31,089　農集9,943

 2.
消費税及び地方消
費税

1

消費税及び地方消
費 税

1 農集1

 3.特別損失 1 公共1

 1. その他特別損失 1

そ の 他 特 別 損 失 1 公共1

 4.予備費 2,000 公共1,000　農集1,000

 1. 予備費 2,000

予 備 費 2,000 公共1,000　農集1,000

目 節 予　　定　　額
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（単位：千円）

款 項 備                                     考

 1.資本的収入 340,992 公共340,992

 1.企業債 166,800 公共166,800

 1. 企業債 166,800

企 業 債 166,800 公共166,800

 2.負担金等 13,950 公共13,950

 1. 受益者負担金 13,950

受 益 者 負 担 金 13,950 公共13,950

 3.国庫補助金 100,000 公共100,000

 1. 国庫補助金 100,000

国 庫 補 助 金 100,000 公共100,000

 4.他会計出資金 60,242 公共60,242

 1. 他会計出資金 60,242

他 会 計 出 資 金 60,242 公共60,242

　　　　収　　　　　　　　　　入

資 本 的 収 入 及 び 支 出

目 節 予　　定　　額



（単位：千円）

款 項 備                                     考

 1.資本的支出 460,660 公共373,419　農集87,241

 1.建設改良費 296,384 公共296,384

 1. 管渠整備費 296,384

給 料 5,778 公共2名　公共5,778

手 当 2,743
通勤　公共24
期末勤勉　公共2,219
超勤　公共500

法 定 福 利 費 1,715 職員共済組合負担金等　公共1,715

賞与引当金繰入額 905 公共905

旅 費 153 ポンプ検査　公共153

備 消 品 費 1,326 事務用文具他　公共1,326

燃 料 費 460 公用車燃料他　公共460

印 刷 製 本 費 100 領収書印刷等　公共100

委 託 料 22,620 システム保守点検等　公共22,620

手 数 料 74 車検手数料等　公共74

賃 借 料 897 複合機リース料等　公共897

修 繕 費 490 公共490

保 険 料 100 公共100

補 償 金 38,000 公共38,000

公 課 費 23 公共23

工 事 請 負 費 221,000 公共221,000

 2.企業債償還金 164,276 公共77,035　農集87,241

 1.
建設企業債元金償
還金

164,276

建設企業債元金償
還 金

164,276 公共77,035　農集87,241

　　　　支　　　　　　　　　　出

目 節 予　　定　　額
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 （単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー 2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益（△は損失） △227 　有形固定資産の取得による支出 △273,922

　減価償却費 192,140 　工事負担金等による収入 12,682

　長期前受金戻入額 △78,260 　補助金、負担金等による収入 90,909

　支払利息及び企業債取扱諸費 41,032 　投資活動によるキャッシュ・フロー △170,331

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 50

　賞与引当金の増減額（△は減少） △155 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　未収金の増減額（△は増加） △2,157 　建設改良費等の財源に充てるための企業債

　未払金の増減額（△は減少） △1,513 　による収入 168,100

　小計 150,910 　建設改良費等の財源に充てるための企業債

　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △41,032 　の償還による支出 △164,276

　業務活動によるキャッシュ・フロー 109,878 　一般会計からの出資による収入 60,242

　財務活動によるキャッシュ・フロー 64,066

資金増減額 3,613

資金期首残高 181,531

資金期末残高 185,144

[２] 令和６年度　御坊市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）



[３] 給 　与 　費　 明　 細　 書

1. 総        括                                                                     

7 26,652 18,357 45,009 9,376 54,385

8 (1) 33,060 23,653 56,713 9,108 65,821

△ 1 （△1） △ 6,408 △ 5,296 △ 11,704 268 △ 11,436

職員数における（　　）書きは、再任用短時間勤務職員に係るものであり、外書きである。

区　分 賞与等引当金繰入額

本年度 3,719

前年度 5,248

比　較 △ 1,529

２．給料及び手当の増減額の明細

その他の増減分 △ 7,063

手　　当 △ 5,296

制度改正に伴う増減分 246

その他の増減分 △ 5,542

改定率　1.2１％

給与改定時期　令和5年4月1日

昇給に伴う増加分 317 平均昇給率　1.011

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　明 備　　考

給　　料 △ 6,408

給与改定に伴う増減分 338

14,037 426

△ 918 △ 75 △ 270 500 △ 3,004 0

管理職手当

678 665 336 1,500 11,033 426

期末勤勉手当
手
当
の
内
訳

扶養手当 通勤手当 住居手当 超過勤務手当

1,596 740 606 1,000

比　 較

前年度

本年度

（単位 ：千円）

区　　　　　　　　　分
職員数 給　　　与　　　費

法定福利費 合　　計
（人） 給　  　料 手     　当 計

-7-
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３．給 料 及 び 職 員 手 当 の 状 況

 (１) 職員一人当たり給与

企  業  職

（企 業 職）   職    員    数    （Ａ） 7

  昇 給 に 係 る 職 員 数  （Ｂ） 5

-

-

-

5

-

 (２) 初任給 -

71.4

  職    員    数    （Ａ） 8

  昇 給 に 係 る 職 員 数  （Ｂ） 7

 -

 (３) 級別職員数 -

-

級 職員数(人) 構成比(%) 級 職員数(人) 構成比(%) 7

７級 0 0.0 ３級 3 42.8 -

６級 1 14.3 ２級 0 0.0 -

５級 1 14.3 １級 1 14.3 87.5

４級 1 14.3 計 7 100.0

６級 1 12.5 ２級 1 12.5 ６月(月分) １２月(月分) (月分)

４級 2 25.0 計 8 100.0 2.2(1.15) 2.2(1.15) 4.4(2.3)

（級別の基準となる職務）

５級 ４級 ３級 ２級

（４）昇 給

 区                               分
事  務、   技  術　職        区                                               分

本
　
年
　
度

(人）

平均給料月額 (円 ) 298,420 (人）

  令和６年１月１日現在

  令和５年１月１日現在 平均給与月額 (円 ) 369,839 ４号級(人）

平 均 年 齢 ( 歳 ) 43.06 ５号級(人）

平均給与月額 (円 ) 331,507

号給数別内訳

１号級(人）

平 均 年 齢 ( 歳 ) 45.04 ２号級(人）

平均給料月額 (円 ) 322,025 ３号級(人）

６号級(人）

区          分
企　　業　　職 一般会計の制度   比       率  （Ｂ）  ／  （Ａ）     （％）

事務 、技術職 （円） 一般行政職　（円）

前
　
年
　
度

(人）

高  　校　  卒

企　　業　　職 ３号級(人）

４号級(人）

令和６年1月1日現在

５号級(人）

６号級(人）

  比       率  （Ｂ）  ／  （Ａ）     （％）

（５）期末手当、勤勉手当

166,600 166,600 (人）

大  　学　  卒 196,200 196,200

号給数別内訳

１号級(人）

２号級(人）

区　　　　　　分

５級 1 12.5 １級 1
令和５年1月1日現在

７級 0 0.0 ３級 2

12.5 本　年　度 2.25 2.25 4.5 有

25.0
区　　　　分

支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措
置

前　年　度 有

一般会計の制度 2.25

企業職 所　長 次　長
係　長
主　任

係　長
副主任

主　査

2.25 4.5 有

支給率における（　　）書きは、再任用短時間勤務職員に係るものである。

区　分 ７・６級 １級 （６）その他の手当

住居手当 同じ

技手、技術員
主事、事務員

区　　　分 一般会計の制度との異同

扶養手当 同じ

通勤手当 同じ



千円 千円 千円 千円

[４] 債務負担行為に関する調書

事　　　項 限　度　額
前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 損益勘定留保資金

設計積算システム提供業務
3,737

令和３年度

2,242

令和６年度

1,495 1,495～ ～

令和５年度 令和７年度

-9-



-10-

 千円 千円 千円 千円

１

(1)

イ 466,336

ロ 241,398

△ 38,255 203,143

ハ 5,299,497

△ 242,664 5,056,833

ニ 447,608

△ 108,839 338,769

ホ 844

△ 329 515

ヘ 700

△ 96 604

ト 267,752

6,333,952

6,333,952

２

(1) 185,144

(2) 28,824

△ 50 28,774

(3) 0

213,918

6,547,870

減 価 償 却 累 計 額

[５] 令和６年度　御坊市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和７年３月３１日現在）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

流 動 資 産 合 計

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

資 産 合 計



千円 千円 千円 千円

３

(1) 2,904,445

2,904,445

４

(2) 170,964

(5) 7,326

(9) 4,240

182,530

５
(1) 2,408,056
(2) △ 158,364

2,249,692
5,336,667

６ 1,007,141

７
(1)

イ 142,760
ロ 64,075

206,835
(2)

イ 0
ロ 0
ハ 0

2,773
△ 2,773

204,062
1,211,203
6,547,870

長 期 前 受 金

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

減 債 積 立 金

収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金
県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金
そ の 他 積 立 金
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
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注記表（令和６年度）

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　・減価償却の方法　　　　　定額法による。

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　　　　　　１５～５０年

　　　　構築物　　　　　　　　　１０～６０年

　　　　機械及び装置　　　　　　　６～２０年

　　　　車両運搬具　　　　　　　　４～　５年

　　　　工具、器具及び備品　　　　３～２０年

　　　・重要なリース取引の処理方法

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　２　引当金の計上基準

　（１）退職給付引当金

　　　職員の退職手当は、「御坊市下水道事業会計職員の退職手当の負担に関する協定書」に基づき、一般会計がその全部を負担することと

　　なっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月

　　から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　引当金の取崩し

　（１）賞与引当金の取崩し

　　　令和６年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金４,３９５千円を取り崩した。

　（２）貸倒引当金の取崩し

　　　該当事項なし。



Ⅲ．セグメント情報の開示

　１　報告セグメントの概要

　　御坊市下水道事業では、公共下水道事業と農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、公共下水事業と

　農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。

　　なお、報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

　２　報告セグメントごとの状況

当年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月３１日） （単位：千円）

減価償却費

支払利息

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

　１　リース会計に係る特例措置

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

事業区分

 公共下水道事業

 農業集落排水事業

事業の内容

公共下水道処理施設において、し尿及び生活雑排水を処理する業務

農業集落排水処理施設において、し尿及び生活雑排水を処理する業務

31,089 9,943 41,032

有形固定資産及び
無形固定資産の増
加額

セグメント負債 4,144,869 1,191,798 5,336,667

296,384 0 296,384

その他の項目

135,707 56,433 192,140

公共下水道事業 農業集落排水事業 合　計

セグメント資産 4,780,432 1,767,438 6,547,870
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 千円 千円 千円

1
(1) 43,788
(2) 8 43,796

2
(1) 57,992
(2) 53,240
(3) 198,043
(4) 0 309,275

265,479
3
(1) 235,432
(2) 80,104 315,536

4
(1) 39,960

(2) 3,065 43,025 272,511
7,032

5
(1) 1 1

6
(1) 9,579 9,579 △ 9,578

当年度純損失 2,546
前年度繰越利益剰余金 0
その他未処分利益剰余金変動額 0
当年度未処理欠損金 2,546

経 常 利 益
特 別 利 益

営 業 費 用

[６] 令和５年度　御坊市下水道事業会計予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料
そ の 他 の 営 業 収 益

そ の 他 特 別 利 益
特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失

処 理 場 費
総 係 費
減 価 償 却 費
そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失
営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び 企 業 債
取 扱 諸 費
雑 支 出



 千円 千円 千円 千円

１

(1)

イ 466,336

ロ 241,398

△ 19,127 222,271

ハ 5,115,329

△ 115,011 5,000,318

ニ 423,272

△ 63,741 359,531

ホ 844

△ 164 680

ヘ 700

0 700

ト 202,334

6,252,170

6,252,170

２

(1) 181,531

(2) 26,667

0 26,667

(3) 0

208,198

6,460,368

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

土 地

[７] 令和５年度　御坊市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和６年３月３１日現在）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

流 動 資 産

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

３

(1) 2,907,309

2,907,309

４

(1) 164,276

(2) 8,839

(3) 4,395

177,510

５
(1) 2,304,465
(2) △ 80,104

2,224,361
5,309,180

６ 946,899

７
(1)

イ 142,760
ロ 64,075

206,835
(2)

イ 0
ロ 0
ハ 0

2,546
△ 2,546

204,289
1,151,188
6,460,368

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

資 本 の 部

資 本 金

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

固 定 負 債 合 計

利 益 剰 余 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金
県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金
そ の 他 積 立 金
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計



注記表（令和５年度）

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　・減価償却の方法　　　　　定額法による。

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　　　　　　１５～５０年

　　　　構築物　　　　　　　　　１０～６０年

　　　　機械及び装置　　　　　　　６～２０年

　　　　車両運搬具　　　　　　　　４～　５年

　　　　工具、器具及び備品　　　　３～２０年

　　　・重要なリース取引の処理方法

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　２　引当金の計上基準

　（１）退職給付引当金

　　　職員の退職手当は、「御坊市下水道事業会計職員の退職手当の負担に関する協定書」に基づき、一般会計がその全部を負担することと

　　なっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月

　　から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　引当金の取崩し

　（１）賞与引当金の取崩し

　　　該当事項なし。

　（２）貸倒引当金の取崩し

　　　該当事項なし。
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Ⅲ．セグメント情報の開示

　１　報告セグメントの概要

　　御坊市下水道事業では、公共下水道事業と農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、公共下水事業と

　農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。

　　なお、報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

　２　報告セグメントごとの状況

当年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月３１日） （単位：千円）

減価償却費

支払利息

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

　１　リース会計に係る特例措置

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

有形固定資産及び
無形固定資産の増
加額

362,491 0 362,491

139,876 58,167 198,043

30,277 9,683 39,960

セグメント負債 4,123,520 1,185,660 5,309,180

その他の項目

公共下水道事業 農業集落排水事業 合　計

セグメント資産 4,716,549 1,743,819 6,460,368

事業区分 事業の内容

 公共下水道事業 公共下水道処理施設において、し尿及び生活雑排水を処理する業務

 農業集落排水事業 農業集落排水処理施設において、し尿及び生活雑排水を処理する業務


